














要約:

1)調査に当たっては、日本小児科学会新生児医療調査小委員会の 1991 年調査時に登録さ

れた 1990 年 1 月～12 月出生の超未熟児のうち、生存退院例のある全国小児科、NICU265

施設を対象に児の予後調査を行なった。対象とした 265 施設のうち 193 施設(72.8%)の協

力を得、生存退院した超未熟児 1385 例中 1115 例(80.5%)の調査票を回収することができ

た。

2)生存退院した超未熟児 1115例中 853例(76.5%)が 3 歳時までフォローされており、うち

213 例(25%)が精神運動発達面でのハンディキャップをもち、また 20%の児は慢性の呼吸器

疾患を有し医学的介入を必要としていることから、NICU 退院後の超未熟児に対する医療

ならびに社会的支援体制の早急な整備が望まれる。

3)本調査を通じて、超未熟児の 3歳時予後が判明しただけでなく、全国データベースとし

ての活用が可能となった。このようなnational base の追跡調査は世界的に例がなく、新

生児死亡率が著しく低下した今日、我が国の周産期医療水準評価のための新しい指標とな

るものである。

4)5 年毎に今回同様の超未熟児調査を行えば、我が国の周産期医療の客観的評価ができる。

今回の調査を基礎に、ハイリスク出生児の登録システムを全国的に組織するならより効果

的な運用が可能となる。

5)児予後の地域差、施設ランク差が明らかとなり、今後の周産期医療システムを考える上

での資料として供することができる。

6)超未熟児のフォローアップは NICU の 95%が自施設で実施しており、55.5%の施設が小学

校就学前まで行なっている。今回の対象例を就学前に再調査すれば、より的確な児の予後

を周産期医療にフィードバックできるとともに、3 歳時予後評価法の妥当性の証明にもな

る。


